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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第152期

中間連結会計期間
第153期

中間連結会計期間
第152期

会計期間
自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日

自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日

自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日

売上高 (百万円) 26,618 26,961 53,071

経常利益 (百万円) 1,610 1,816 3,302

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 979 1,807 2,013

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 2,110 3,664 4,280

純資産額 (百万円) 31,666 36,869 33,716

総資産額 (百万円) 78,830 84,575 80,273

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 77.48 145.08 159.83

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 35.7 39.0 37.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,839 1,603 6,814

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △734 △1,105 △1,552

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,147 △147 △4,076

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 12,347 13,938 13,584
 

　

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

EDINET提出書類

栗林商船株式会社(E04254)

半期報告書

 2/26



 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 　その他事業において、当社は令和７年７月１日付で株式会社鈴木商店の発行済株式の全部を取得して子会社化し、

当中間連結会計期間より連結子会社としています。この結果、令和７年９月30日現在では、当社グループは、当社、

連結子会社14社及び持分法適用関連会社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績等の状況の概要

　①財政状態及び経営成績の状況

　ａ．財政状態

当中間連結会計期間末の資産の残高は、建設仮勘定や投資有価証券の増加等により、前期末に比べて43億１百万

円増加の845億７千５百万円となりました。

負債の残高は、短期借入金の増加等により、前期末に比べて11億４千８百万円増加の477億５百万円、純資産の残

高は、その他有価証券評価差額金が増加したこと等により、前期末に比べて31億５千２百万円増加の368億６千９百

万円となりました。

 
　ｂ．経営成績

当中間連結会計期間における日本経済は、輸出が減少に転じ設備投資の増勢の鈍化、物価上昇の長期化による個

人消費の腰折れ懸念等から、先行きの不透明感が高い状況となっています。

海外においては、米国では関税引き上げによる企業収益の圧迫の影響から景気減速の懸念が高まっているもの

の、底堅く推移しています。欧州では外需が弱いものの内需に支えられて製造業の生産活動は底堅く推移してお

り、政策金利の引き下げ終了が見込まれるものの、緩やかに回復しています。中国では内需が伸び悩んでおり、不

動産不況や過剰生産能力の調整等によるデフレ圧力から、停滞が継続しています。

この様な経済情勢の中で当社グループは、海運事業においては、大宗貨物の紙製品の輸送量が増加したこと、雑

貨、商品車両の輸送も堅調に推移したことから、増収、増益となりました。近海航路においては、中国経済の回復

遅れや傭船市況の低迷が続いたことから、採算性を重視した取り組みを行った結果、減収、増益となりました。

ホテル事業においては、国内観光客の入り込みが堅調で宿泊客数は安定的に推移したものの、物価上昇に伴う原

価や人件費、修繕費等の増加により、増収・減益となりました。

不動産事業においては概ね順調に推移しております。

以上の結果、売上高が前年度に比べて３億４千２百万円増(1.3％増)の269億６千１百万円、営業利益が前年度に

比べて７百万円増(0.6％増)の14億５百万円、経常利益が前年度に比べて２億６百万円増(12.8％増)の18億１千６百

万円、親会社株主に帰属する中間純利益が前年度に比べて８億２千７百万円増(84.4％増)の18億７百万円となりま

した。
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セグメントの状況は、以下のとおりであります。

(海運事業)

北海道定期航路においては、大宗貨物である紙製品及び原料の輸送が増加しました。また、各港においても効率

的にトレーラーを融通し、一般雑貨や商品車両が堅調に推移したことから、増収・増益となりました。 近海航路に

おいては、傭船市況が低調であったことから、三国間航路を中心に採算性を重視し、効率配船を行った結果、減

収、増益となりました。

これらの結果、売上高は前年度に比べて２億６千７百万円増（1.1％増）の249億５千４百万円、営業費用が前年

度に比べて１億６百万円増(0.5％増）の236億１千３百万円、営業利益は前年度に比べて１億６千万円増(13.6％増)

の13億４千１百万円となりました。

 
(ホテル事業)

外国人宿泊者数は韓国や台湾からの集客が落ち込んだ事から減少したものの、国内宿泊者数はＯＴＡやツアーが

好調に推移したことから、売上高は前年度に比べて４千７百万円増(3.9％増)の12億５千７百万円となり、営業費用

は物価高の影響により原材料費が高騰していることや人件費、外注費が増加したことから前年度に比べて１億３千

６百万円増(12.4％増)の12億３千４百万円、営業利益は前年度に比べて８千８百万円減(79.8％減)の２千２百万円

となりました。

 
(不動産事業)

前年度並みに推移し、売上高は３億３千４百万円、営業費用は２億１千３百万円、営業利益は１億２千万円

(0.4％増)となりました。

 
　②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べて３億５千４百万

円増加し、139億３千８百万円となりました。各キャッシュ・フロー状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額が増加したこと等により、前期に比べて12億３千６百

万円減少し、16億３百万円の収入となりました。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が増加したこと等により、前期に比べて

３億７千１百万円減少し、11億５百万円の支出となりました。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入が増加したこと等により、前期に比べて19億９千

９百万円増加し、１億４千７百万円の支出となりました。

 
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(令和７年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(令和７年11月7日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,739,696 12,739,696
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数は100株でありま
す。

計 12,739,696 12,739,696 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

令和７年４月１日～
令和７年９月30日

― 12,739,696 ― 1,215,035 ― 740,021
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(5) 【大株主の状況】

令和７年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

栗林株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番１号 1,150 9.31

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 1,063 8.61

王子ホールディングス株式会社 東京都中央区銀座４丁目７番５号 829 6.71

株式会社日本製鋼所 東京都品川区大崎１丁目11番１号 819 6.64

栗林總子 東京都港区 778 6.30

日本製紙株式会社 東京都千代田区神田駿河台４丁目６番地 689 5.58

栗林英雄 千葉県市原市 585 4.74

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 562 4.55

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 552 4.47

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 443 3.59

計 ― 7,473 60.50
 

（注）1．千株未満は切捨てて表示しております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和７年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― 単元株式数 100株

386,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

123,400
      同上

12,340,000

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
13,096

発行済株式総数 12,739,696 ― ―

総株主の議決権 ― 123,400 ―
 

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。

　　　２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株1,000株が含まれております。

　　　３ 「完全議決権株式（その他）」欄の議決権の数（個）には、証券保管振替機構名義の失念株（議決権10個）が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  令和７年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
栗林商船株式会社

東京都千代田区大手町2-2-1 386,600 - 386,600 3.03

計 ― 386,600 - 386,600 3.03
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)及び「海運企業財務諸表準則」(昭和29年運輸省告示第431号)に基づいて作成し

ております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(令和７年４月１日から令和７年９

月30日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

 【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
　至 令和７年９月30日)

売上高 26,618,857 26,961,190

売上原価 21,097,976 21,114,252

売上総利益 5,520,880 5,846,938

販売費及び一般管理費 ※１  4,122,872 ※１  4,441,194

営業利益 1,398,008 1,405,743

営業外収益   

 受取利息 4,015 6,371

 受取配当金 245,281 353,280

 助成金収入 18,850 7,750

 補助金収入 20 102,005

 負ののれん償却額 19,051 802

 持分法による投資利益 11,851 18,858

 受取保険金 14,739 2,209

 その他 66,931 87,496

 営業外収益合計 380,740 578,775

営業外費用   

 支払利息 146,807 145,041

 その他 21,422 22,698

 営業外費用合計 168,229 167,739

経常利益 1,610,519 1,816,779

特別利益   

 固定資産処分益 15,387 30,695

 投資有価証券売却益 6,675 1,000,389

 保険解約返戻金 - 1,513

 負ののれん発生益 - 120,958

 特別利益合計 22,062 1,153,557

特別損失   

 固定資産処分損 5,969 10,719

 その他 79 945

 特別損失合計 6,049 11,664

税金等調整前中間純利益 1,626,532 2,958,671

法人税、住民税及び事業税 519,559 831,867

法人税等調整額 △27,199 61,142

法人税等合計 492,359 893,010

中間純利益 1,134,173 2,065,660

非支配株主に帰属する中間純利益 154,289 258,372

親会社株主に帰属する中間純利益 979,883 1,807,288
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
　至 令和７年９月30日)

中間純利益 1,134,173 2,065,660

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 976,484 1,599,256

 その他の包括利益合計 976,484 1,599,256

中間包括利益 2,110,657 3,664,917

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,910,036 3,454,177

 非支配株主に係る中間包括利益 200,621 210,740
 

 

EDINET提出書類

栗林商船株式会社(E04254)

半期報告書

10/26



(2) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(令和７年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和７年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,830,427 14,288,459

  受取手形、売掛金及び契約資産 7,935,288 8,598,742

  有価証券 155,412 157,269

  商品及び製品 62,354 409,727

  原材料及び貯蔵品 338,838 355,851

  仕掛品 3,501 12,458

  未収入金 159,713 83,907

  その他 945,309 750,194

  貸倒引当金 △1,116 △3,667

  流動資産合計 23,429,729 24,652,943

 固定資産   

  有形固定資産   

   船舶 36,547,369 36,683,438

    減価償却累計額 △19,094,476 △20,045,834

    船舶（純額） 17,452,893 16,637,603

   建物及び構築物 25,084,911 25,589,915

    減価償却累計額 △19,618,243 △20,080,725

    建物及び構築物（純額） 5,466,668 5,509,190

   機械装置及び運搬具 12,273,731 12,348,067

    減価償却累計額 △11,042,582 △11,200,380

    機械装置及び運搬具（純額） 1,231,148 1,147,686

   土地 10,161,582 10,616,993

   リース資産 1,326,648 1,115,289

    減価償却累計額 △705,694 △487,105

    リース資産（純額） 620,953 628,184

   建設仮勘定 5,562 897,760

   その他 2,859,978 2,917,380

    減価償却累計額 △2,316,797 △2,375,546

    その他（純額） 543,180 541,834

   有形固定資産合計 35,481,989 35,979,253

  無形固定資産   

   借地権 1,028,388 1,028,388

   ソフトウエア 109,455 125,210

   のれん 32,009 24,006

   その他 35,452 28,963

   無形固定資産合計 1,205,305 1,206,569

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,893,177 21,394,525

   長期貸付金 1,367 1,037

   繰延税金資産 360,581 383,559

   保険積立金 519,122 569,990

   その他 415,513 420,956

   貸倒引当金 △33,711 △33,711

   投資その他の資産合計 20,156,050 22,736,357

  固定資産合計 56,843,345 59,922,179
 

 

EDINET提出書類

栗林商船株式会社(E04254)

半期報告書

11/26



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(令和７年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和７年９月30日)

 繰延資産   

  社債発行費 457 -

  繰延資産合計 457 -

 資産合計 80,273,532 84,575,123

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,640,641 6,137,942

  短期借入金 1,480,000 3,440,000

  1年内返済予定の長期借入金 2,586,077 2,692,747

  1年内期限到来予定のその他の固定負債 1,169,871 1,170,507

  1年内償還予定の社債 400,000 -

  リース債務 188,568 190,004

  未払法人税等 816,718 845,197

  賞与引当金 497,495 530,603

  その他 1,819,128 1,443,815

  流動負債合計 15,598,500 16,450,818

 固定負債   

  長期借入金 10,980,354 11,057,381

  長期未払金 11,575,631 10,993,580

  リース債務 511,996 511,318

  繰延税金負債 4,362,487 5,205,272

  役員退職慰労引当金 484,907 506,218

  退職給付に係る負債 2,773,205 2,716,564

  負ののれん 3,208 2,406

  その他 266,323 261,669

  固定負債合計 30,958,114 31,254,412

 負債合計 46,556,615 47,705,230

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,215,035 1,215,035

  資本剰余金 1,285,644 1,290,703

  利益剰余金 18,881,970 20,377,503

  自己株式 △235,266 △416,958

  株主資本合計 21,147,384 22,466,283

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 8,845,026 10,491,914

  その他の包括利益累計額合計 8,845,026 10,491,914

 非支配株主持分 3,724,505 3,911,694

 純資産合計 33,716,917 36,869,892

負債純資産合計 80,273,532 84,575,123
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
　至 令和７年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,626,532 2,958,671

 減価償却費 1,674,393 1,644,486

 株式報酬費用 12,178 12,296

 のれん償却額 8,002 8,002

 負ののれん償却額 △19,051 △802

 負ののれん発生益 - △120,958

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 240 2,540

 賞与引当金の増減額（△は減少） 24,255 29,424

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19,902 △65,033

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 53,328 △67,823

 受取利息及び受取配当金 △249,296 △359,652

 支払利息 146,807 145,041

 持分法による投資損益（△は益） △9,351 △16,358

 固定資産処分損益（△は益） △9,417 △19,976

 投資有価証券売却損益（△は益） △6,675 △1,000,389

 投資有価証券評価損益（△は益） - 10,808

 売上債権の増減額（△は増加） △565,151 △541,996

 棚卸資産の増減額（△は増加） △88,911 △35,315

 仕入債務の増減額（△は減少） △32,813 △200,012

 未収還付消費税の増減額（△は増加） 172,770 10,674

 その他 242,622 △216,888

 小計 3,000,366 2,176,739

 利息及び配当金の受取額 249,296 359,652

 利息の支払額 △149,944 △142,755

 法人税等の支払額 △259,841 △790,477

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,839,877 1,603,157

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △701,847 △1,920,997

 有形固定資産の売却による収入 15,541 31,586

 無形固定資産の取得による支出 △8,855 △33,915

 投資有価証券の取得による支出 △15,480 △125,629

 投資有価証券の売却及び償還による収入 9,202 1,056,943

 新規連結子会社株式取得による支出 - △82,996

 その他 △33,058 △30,540

 投資活動によるキャッシュ・フロー △734,497 △1,105,549
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
　至 令和７年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 150,000 2,000,000

 短期借入金の返済による支出 △420,000 △570,000

 長期借入れによる収入 544,000 1,500,000

 長期借入金の返済による支出 △1,403,908 △1,353,296

 長期未払金の増加による収入 5,200 3,627

 長期未払金の返済による支出 △584,737 △585,042

 社債の償還による支出 △40,000 △400,000

 リース債務の返済による支出 △132,889 △206,889

 自己株式の取得による支出 △91,080 △201,600

 配当金の支払額 △151,771 △310,777

 非支配株主への配当金の支払額 △22,226 △23,551

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,147,413 △147,529

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12,215 4,055

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △54,249 354,133

現金及び現金同等物の期首残高 12,401,461 13,584,663

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  12,347,212 ※１  13,938,796
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

当中間連結会計期間において株式会社鈴木商店の発行済株式の全てを取得したため、同社を連結の範囲に含めて

おります。なお、令和７年９月30日をみなし取得日としており、貸借対照表のみ連結しております。

 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日)

販売手数料 151,866千円 172,357千円

広告宣伝費 16,177千円 24,943千円

役員報酬 302,089千円 328,016千円

給与及び手当 1,206,214千円 1,244,371千円

法定福利費 276,477千円 284,594千円

賞与引当金繰入額 230,153千円 247,650千円

退職給付費用 85,774千円 104,728千円

役員退職慰労引当金繰入額 25,056千円 21,713千円

租税公課 179,719千円 195,518千円

減価償却費 231,044千円 231,933千円

賃借料 117,992千円 117,558千円
 

 
(中間連結貸借対照表関係)

 １ 保証債務

　非連結子会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
(令和７年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和７年９月30日)

大和陸運(株) 10,000千円 大和陸運(株) 10,000千円
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日)

現金及び預金 12,601,750千円 14,288,459千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△400,376千円 △506,932千円

有価証券(MMF) 145,838千円 157,269千円

現金及び現金同等物 12,347,212千円 13,938,796千円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和６年６月27日
定時株主総会

普通株式 152,080 12 令和６年３月31日 令和６年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自 令和７年４月１日 至 令和７年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和７年６月27日
定時株主総会

普通株式 311,756 25 令和７年３月31日 令和７年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他

（注1）

調整額

（注2）

中間連結損益

計算書計上額

（注3）海運事業 ホテル事業 不動産事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 24,537,751 1,200,299 288,209 26,026,260 592,597 － 26,618,857

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
149,646 9,663 44,886 204,195 － △204,195 －

計 24,687,398 1,209,962 333,095 26,230,456 592,597 △204,195 26,618,857

セグメント利益又は損失

（△）
1,181,242 111,038 120,199 1,412,480 △14,475 3 1,398,008

 

（注）1.その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、青果物卸事業を含んでおります。

     2.調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　3.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 令和７年４月１日 至 令和７年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他

（注1）

調整額

（注2）

中間連結損益

計算書計上額

（注3）海運事業 ホテル事業 不動産事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 24,809,769 1,249,634 288,887 26,348,290 612,899 － 26,961,190

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
144,837 7,760 45,298 197,897 － △197,897 －

計 24,954,607 1,257,394 334,186 26,546,188 612,899 △197,897 26,961,190

セグメント利益又は損失

（△）
1,341,563 22,444 120,719 1,484,726 △79,006 22 1,405,743

 

（注）1.その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、青果物卸事業を含んでおります。

     2.調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　3.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　(子会社の取得による資産の著しい増加)

　当中間連結会計期間において、株式会社鈴木商店の全株式を取得し連結の範囲に含めたことにより、前連結会計

年度の末日に比べ「その他」のセグメント資産が1,178,896千円増加しております。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当事項はありません。

 
　　（重要な負ののれんの発生益）

　その他事業において、当中間連結会計期間より株式会社鈴木商店の株式取得による連結子会社化に伴い、負のの

れんが発生しております。当該事象による負ののれん発生益の計上額は120,958千円であります。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(１)被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　株式会社鈴木商店

事業の内容　　　　豆類・雑穀類の卸売、同小売及び米卸

(２)企業結合を行った主な理由

当社は、海上運送業を主たる事業とする内航船社であり、グループの連携により港湾荷役・陸上運送等も手

掛け、全国海陸一貫での輸送サービスを提供し、成長を遂げてまいりました。

今回子会社化する株式会社鈴木商店は、北海道北斗市で豆類・雑穀卸売業を行っております。1952 年の設立

以来長きにわたり、北海道の大豆、及び小豆を中心とした豆類・雑穀類の安定した仕入を行い、全国各地へ販

売しております。

本株式取得により、当社グループの展開する物流ネットワークと株式会社鈴木商店が有する仕入及び販売

ネットワークを融合させることで、事業シナジーの実現を図るとともに、当社グループの企業価値向上を目指

してまいります。また、当社は今後も北海道地域の農業生産を支援し農業分野を通した地域貢献にも取り組ん

でまいります。

(３)企業結合日

令和７年９月30日（みなし取引日）

(４)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(５)結合後の企業名

変更ありません。

(６)取得した議決権比率

　100％

(７)取得企業を決定するに至った主な根拠

　現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の100％を獲得したためであります。

 
２．中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　当中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書には、被取得企業の業績は含まれておりません。

 
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金　300,000千円

取得原価　　　　　300,000千円

 
４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　45,783千円

 

５．負ののれん発生益の金額、発生原因

(１)発生した負ののれんの金額

　　120,958千円

(２)発生原因

被取得企業の取得原価が、企業結合時の被取得企業の時価純資産を下回ったため、その差額を負ののれん発

生益として処理しております。
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(収益認識関係)

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日 至　令和６年９月30日）

 (１)収益の分解

当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、主要な財又はサービスのライン別に分解

しております。これらの売上収益とセグメント収益との関連は、以下のとおりです。

  (単位：千円)

 

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
海運事業 ホテル事業 不動産事業

国内輸送 16,920,518 － － － 16,920,518

国内フェリー 2,279,198 － － － 2,279,198

国内貸船 754,214 － － － 754,214

国外輸送 1,118,631 － － － 1,118,631

港湾荷役 1,757,564 － － － 1,757,564

倉庫 790,081 － － － 790,081

その他海運サービス 917,543 － － － 917,543

ホテル業サービス － 1,064,084 － － 1,064,084

 ホテル業物販 － 118,021 － － 118,021

　ホテル業その他サービス － 18,193 － － 18,193

その他 － － － 592,597 592,597

顧客との契約から生じる収益 24,537,751 1,200,299 － 592,597 26,330,648

その他の収益（注２） － － 288,209 － 288,209

外部顧客への売上高 24,537,751 1,200,299 288,209 592,597 26,618,857
 

(注)１．その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、青果物卸事業を含んでおります。
２．その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入です。
３．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。
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当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日 至　令和７年９月30日）

 (１)収益の分解

当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、主要な財又はサービスのライン別に分解

しております。これらの売上収益とセグメント収益との関連は、以下のとおりです。

  (単位：千円)

 

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
海運事業 ホテル事業 不動産事業

国内輸送 16,768,407 － － － 16,768,407

国内フェリー 2,365,424 － － － 2,365,424

国内貸船 755,458 － － － 755,458

国外輸送 964,325 － － － 964,325

港湾荷役 1,958,316 － － － 1,958,316

倉庫 876,204 － － － 876,204

その他海運サービス 1,121,633 － － － 1,121,633

ホテル業サービス － 1,101,895 － － 1,101,895

 ホテル業物販 － 129,379 － － 129,379

　ホテル業その他サービス － 18,358 － － 18,358

その他 － － － 612,899 612,899

顧客との契約から生じる収益 24,809,769 1,249,634 － 612,899 26,672,302

その他の収益（注２） － － 288,887 － 288,887

外部顧客への売上高 24,809,769 1,249,634 288,887 612,899 26,961,190
 

(注)１．その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、青果物卸事業を含んでおります。
２．その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入です。
３．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日)

   １株当たり中間純利益（円） 77.48 145.08

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 979,883 1,807,288

   普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益（千円）

979,883 1,807,288

   普通株式の期中平均株式数(千株) 12,646 12,456
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

令和７年１１月７日

栗林商船株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 堀越　　喜臣  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田島　　哲平  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている栗林商船株

式会社の令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和７年４月１日から令

和７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結貸借対照表、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、栗林商船株式会社及び連結子会社の令和７年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。 

 
監査人の結論の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 　
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

  

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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